
１．施設の名称等

２．施設の概要

②

産業を支える人材を育て、活かす

キャリア教育の指針と企業人材の育成

企業が求める人材の育成

主な利用対象者：技能労働者、その他地域住民
開館時間：午前９時～午後９時、休館日：12月29日～１月３日

（１）

産業労働部 雇用労働政策課

昭和48年7月15日

利用対象者等

施設内容

総合計画上の位置づけ

基本戦略

施　　策

事 業 群

施　設　名　称 諫早技能会館
事 業 所 管

設置年月日

長崎県技能会館条例（昭和48年10月８日長崎県条例第60号）

技能労働者の研修等の場として、職業訓練をはじめ、技能の向上と福祉の増進に役立てる目的で設
置された。

設置法令等

設置目的

所　在　地 諫早市宇都町２２－７６ 課（室）長名 吉村　邦裕

６

敷地面積2,227.89㎡、建築面積461.06㎡、延べ床面積915㎡
事務室、会議室２、実習室、教室３、講堂

施設の利用
料金体系

類似施設の
設置状況

事業評価調書〔途中評価〕（令和元年度）
〔指定管理者制度導入施設〕〔B調書〕

午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 終日
(午前9時か
ら 正 午 ま
で)

(午後1時か
ら午後 5ま
で)

(午後5時か
ら午後 9時
まで)

(午前9時か
ら午後 5時
まで)

(午後1時か
ら午後 9時
まで)

(午前9時か
ら午後 9時
まで)

750円 960円 1,390円 1,770円 2,160円 2,470円

1,390円 2,160円 3,120円 3,990円 4,750円 4,960円

大 150㎡以上 1,830円 2,470円 3,550円 4,420円 5,400円 6,360円

小 150㎡未満 1,390円 1,830円 2,690円 3,340円 4,100円 4,750円

大 51㎡以上 860円 1,180円 1,720円 2,040円 2,590円 2,910円

小 51㎡未満 750円 960円 1,390円 1,720円 2,160円 2,470円

1,180円 1,510円 1,720円 2,040円 2,590円 3,670円

備考

教室

施設別＼使用時間の区分

会議室

４　前２号の場合において、10円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

〔技能会館使用料〕

１　使用時間を１時間以上超過して使用した場合は、超過した時間を含む使用時間の区分の使用料
　を加算する。
２　国若しくは地方公共団体が使用する場合又は技能労働者の養成及び技能の向上並びに福祉の増
　進のために使用する場合を除き、使用料は、この表に定める使用料の50パーセント増とする。

３　使用者が入場料を徴収する場合の使用料は、この表に定める使用料の50パーセント増とする。

視聴覚教室

附帯設備
この会館に類似する公の施設又は他の公共団体の施設の使用料等を考慮
して規則で定める金額

実習室

講堂

　　　　　　　　　使用目的及び減免基準

　使用者

　国又は地方公共団体 　非常災害発生に伴う緊急避難救護活動、国体等極めて公益性の高い事業等 免　　　　除

　長崎県雇用労働政策課（長崎・佐世保高
等技術専門校を含む。）

　公務全般

　長崎県又は（独）高齢・障害・求職者 　（１）技能労働者の養成及び技能の向上並びに福祉の増進を図るための事業

　雇用支援機構 　（２）上記以外の一般行政事務（会議､説明会、講習会等） ５　割　減　額

　認定職業訓練団体、委託訓練受託者、 　（１)職業能力開発促進法に基づく職業訓練の実施（入校､修了式含む）

　長崎県職業能力開発協会及び長崎県 　（２)定款､規約で定める会議及び技能労働者の資質向上の講習会

　技能士会連合会 　（３)長崎県職業能力開発協会が行う技能検定試験及び技能評価試験

　市町 　一般行政事務

　認定職業訓練団体会員及び長崎県職業 　関係事業所が行う従業員の教育訓練のための研修会､講習会 ２　割　減　額

　能力開発協会会員並びに長崎県技能士

　会連合会会員の事業所

　職業訓練生 　技能、教養向上のための研修会､講習会及びクラブ活動

　※　この表で減免とする使用料には附帯設備を含まない（免除の場合を除く）。

長崎県立技能会館使用料の減額免除取扱基準

減　免　基　準使　　　用　　　　目　　　　的

【施設名】北海道立職業能力開発支援センター

○利用者数　 61,098名（H30年度実績）
○指定管理者制度導入　平成18年４月１日～
○管理運営負担金  5,019千円
○利用料金収入  　15,041千円

【利用料金表】
午　　前 午　　後 夜　　間 全　　日

9時～12時 13時～17時 18時～22時 9時～22時

20人 2,900円 3,870円 3,870円 10,110円

20人 1,980円 2,630円 2,630円 6,880円

60人 4,030円 5,390円 5,390円 14,070円

研修室１ 20人 1,520円 2,040円 2,040円 5,320円

研修室２ 30人 2,510円 3,350円 3,350円 8,750円

100人 19,350円 25,790円 25,790円 67,390円

実習室１ 40人 8,970円 11,970円 11,970円 31,270円

実習室２ 60人 10,380円 13,820円 13,820円 36,120円

区　　分 定員

第１研修室
58.89㎡

第２研修室
58.89㎡

第３研修室
58.89㎡

実習室
58.89㎡



３．指定管理者の概要

■ 未導入 ■ 公募 非公募

４．成果指標の達成状況及び管理運営に要した経費等の収支状況

　　　　実　　　　績

ａ
ｂ
ｃ
ａ
ｂ
ｃ
ａ
ｂ
ｃ

※この収支は指定管理者が行う管理運営にかかるものであり、この他に県が直接負担したものとしては、
「２　施設の概要」の「県予算」の「その他」がある。

≪所在地≫
≪名　称≫

諫早市宇都町２２－７６
職業訓練法人　長崎県央職業訓練協会

16,899

平成30年度平成27年度 平成28年度

15,793
78 100

②

（実績） （実績）
平成29年度

16,559

94

（実績）
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度区　　　分

財
源

1,346

2,035

1,208

3,381

4

4,589

（説明）「当事業による利用１回当たりの運営費用」＝Ｃ÷（施設の利用回数）

4,544 4,521 3,838

4 4 3

1,9802,264

2,6432,643

3,315

③

諫早技能会館の利用者等

直近３年間の利用者数の
平均

①
（目標値の根拠） <元年度実施における変更点＞

1,195

1,074 1,338 663

2,643

2,643 2,643

3,338

695 672

県
　
予
　
算

1,206 1,206

（実績） （実績） （実績）

1,977

738

（単位：千円）

0

②

指定期間

指定管理者
の名称等

≪代表者氏名≫

業　　務

①会館の使用の承認に関すること
②会館及びその付附属設備の使用料等に関すること
③会館の施設、附属設備及び備品の維持管理及び修繕に関すること
④会館の管理運営に要した経費の支払に関すること
⑤技能労働者への情報提供に関すること

利用料金制

理事長　竹田　近久

選定方法

令和3年3月31日～平成30年4月1日

単位

導入済

（実績） （実績）

15,994 16,594
達成率b/a
目標値

①
17,995
17,892

99

20,018

② 実績値
達成率b/a

人
人
％

％

指定管理者
の収支状況 実績－計画

74
2,717

成
果
指
標
の
達
成
状
況

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

国　　庫

事業費＜Ａ＞

管理運営負担金

74
2,643

8
2,643

76

その他（使用料）

一般財源

74 82
2,643 2,643

（実績） （実績）

8
2,7178 2,719

収
入

利用料金

県負担金

その他
計a

0

2,719 2,717 2,717 2,725

収支a-b
常勤　　１

0
816

支出b
うち人件費

0 0
配置職員数 常勤　０

非常勤０

0
常勤　　１
非常勤　１（人）

その他（賃借料）

人件費＜Ｂ＞

合計＜Ｃ＝Ａ＋Ｂ＞

単位あたりコスト

内
訳

1,363

3,381

2,668

713

1,195

2,717 2,725

令和元年度
（計画）

2,018

常勤　　１ 常勤　　１
非常勤　１ 非常勤　１非常勤　１
常勤　　１

令和元年度
（計画）

16,826目標値
実績値

4,576

4

2,661
2,661

816

令和元年度
（計画）

2,661

目標値

（実績） （実績）

％

0
－

常勤　　１
非常勤　１

0
720 720 720

非常勤　１

0

実績値

2,717
816

達成率b/a
事業計画（H 30 ）

2,643
0

（千円）



５．平成３０年度事業の実施状況・実績の検証

６．令和元年度事業の実施にあたり見直した内容

７．令和元年度事業の評価

■

■

■

■

■

■

■

※評価区分（ａ：行われている、ｂ：一部行われていない、ｃ：行われていない）

８．令和２年度事業の実施に向けた方向性
現状維持 ■ 改善 移管 廃止

（説明：2年度事業の実施に向けた方向性の理由・見直しの内容）
○全体利用者に占める技能関係者の割合は高く、技能向上の促進の点では設置目的に合致した利用形態が認められる。
○全体利用者数、使用料収入は増加に転じ、わずかながら収支の改善に至った。
○さらなる利用促進に向けて会館利用の周知を積極的に行い、特に新規利用者、長期利用者の確保に努める。

管
理
運
営
の
状
況

計　　　　画 実　　　　績
＜指定管理者実施分＞
　①会館の使用承認に関する業務
　②使用料の徴収及び県への納付
　③会館の維持管理及び修繕
　④利用者増加に向けた取組

＜県実施分＞
　①会館の利用促進のためのＰＲ活動

＜指定管理者実施分＞
　①使用承認は適正に実施された。
　②使用料は適正に徴収され、遅滞なく県に納付
　　された。
　③適正な体制で維持管理等を実施した。
　④利用団体に対する継続的な利用の呼びかけ
　　などにより、利用者数の増加が図られた。

＜県実施分＞
　①県ウェブサイト、広報誌等での利用に関する
　　広報を行った。

必
要
性

区　　分

視　点 評　価

a.薄れていない

b.一部薄れている

c.薄れている

・事業を取りまく環境、経済
情勢などの変化に適応してい
るか。

a.適応している

b.一部適応していない

c.適応していない

・県民ニーズに照らして、事
業の必要性が薄れていない
か。

・市町または民間に移管・移
譲することが適当（可能）で
はないか。

a.適当（可能）でない

b.一部適当（可能）でない

c.適当（可能）である

効
率
性

・県の負担や業務量に見合っ
た活動結果が得られている
か。

a.得られている

b.一部得られている

c.得られていない

・指定管理者制度以外で、同
一の県負担や業務量でより大
きな活動結果が得られる手法
に代えられないか。

a.代えられない

b.一部代えられない

c.代えられる

有
効
性

・指定管理者制度は、施設の
設　置目的の達成に十分寄与
する手法となっているか。

a.なっている

b.一部なっていない

c.なっていない

・事業効果をさらに上げる余
地はないか。

a.余地はない

b.一部余地がある

c.余地がある

・収入の確保に向けた取り組
みが行われているか。

・経費節減に向けた取り組み
が行われているか。

視　点 評　価
・施設の設置目的にあった管
理運営が行われているか。

・住民の公平かつ平等な利用
の確保が行われているか。

ａ

ａ

施
設
の
在
り
方
に
つ
い
て
の
評
価

指
定
管
理
者
の
行
う
管
理
運
営
等
に
関
す
る
評
価 （その他の観点）

（その他の観点）

ａ

ａ

－

ａ

・利用者に質の高いサービス
の提供が行われているか。

・施設・設備の維持管理は適
切に行われているか。

○使用の承認、使用料の徴収等、会館の管理運営は適正に実施されている。
○利用者数について、増加に転じ、目標を達成することができた。これに伴い、使用料収入についても微増となった。
○全体利用者数に対する技能関係者の割合（85.8%）は高く、技能会館の使用目的に沿った利用形態はあるものと認め
られる。

内　　　　容

指定管理者制度の導入効果を踏まえた施設の設置目的の達成状況の総合評価 Ａ
（説明）※管理運営の状況や収支の状況の検証結果、成果指標の達成状況等を踏まえて記載

○利用実績のある団体で現在利用していない団体に対するアンケートを実施し、ニーズの把握に努める。
○企業、団体訪問等への訪問時、イベント開催時等にチラシ配布をするなどのＰＲ活動を実施し、利用の促進に努め
る。
○その他、備品（教室等の会議机、椅子等）のリニューアル、外壁剥離部分の改修などにより、施設・設備の安心・安
全の確保に努める。


